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書評：牧野浩隆著「再考沖縄経済」
来間泰男
論争的沖縄経済研究者、熱血漢、牧野浩隆氏の著書が出た。『再考沖縄経済」（沖縄タイムス
社、1996年12月）である。その内容を紹介し、若干のコメントを加えたい。
本書の構成
本書は4つの章から構成されている。
第1章沖縄経済にとって、いま何が問題か
第2章地域開発政策の転換と沖縄経済
第3章南の国際交流拠点への一視点
第4章「国際都市」の陥穿一昨今の県経済に寄せて－
第1章以外は既発表の作品であるが、著者にしたがって、その執筆動機と発表の経過などを
整理しておく。まず、第1章は、沖縄タイムス社がこの著書を編集するに当たって、牧野氏に
「要請」し、それで「急邊書き下したものである」(P.289)。この表題自体が「編集者から課さ
れた…設問」であった(P.12)。第2章は、政府の「地域開発政策」が「大きく転換し」て、「生
産拠点の海外シフト」すなわち「国内産業の空洞化」が進んできた。このようななかで、「シン
ガポール、台湾、タイ、ホンコン、中国、インドネシア、マレーシアヘ数回にわたって現地調
査に赴い」てまとめたもので、「企業誘致に依存してきた従来の地域開発方式が破壊され」てき
たという認識に立って、沖縄経済の課題を提起しようとしたものである(P.290-291)。第3章
は、その｢現地調査した中から台湾経済を例にと｣って、「外に目を向けるより、脆弱な[沖縄一
評者]内部の経済的諸条件の強化に取り組むことが先である｣ことを主張したものである(P.291)。
第4章については、その「動機」あるいは「問題意識」は3つあって、第1に、普天間飛行場
の全面返還などの新しい事態に直面して､｢いわゆる基地関連収入を代替する産業開発をいかに
構築していくかという緊張感を覚えた」こと(P.287)、第2に、国際都市形成構想が｢突如とし
て」出され、それが「基地返還要求とそれによって引き起こされる県経済への打撃」の「救済
策であるかの［ような－評者］役割を負わされて」いることに対して、問題点が多いし、「性急
すぎ｣る進め方に疑問をもったこと(P.288)、第3に、基地関連収入の大きさや大事さを指摘す
ることが「非○○［国民一評者］扱い」されるような、「異様としか表現しえない政治的･社会
的な意識が支配的になった｣現状を憂えたこと、である(P.288)。この第4章の執筆動機は、そ
のまま本書の執筆動機と受け止めてもいいであろう。
第3章と第4章は「沖縄タイムス」紙に掲載されたものである。執筆時期は1992年から96年
にわたっている。著書全体の構成は論理的になされているわけではなく、各章間の重複は少な
くない。
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沖縄経済にとって、いま何が問題か（第1章）
第1章の「はじめに」の冒頭で、著者は次のように述べている。
「沖縄経済振興開発に対する筆者の問題意識は、1990年ごろを境に大きく転換した。それま
では、政策当局による手厚い産業保護・育成政策を積極的に展開しなければならないとの認識
に立脚していた。しかし、それ以降は、沖縄経済にとってきわめて過酷ではあるが、人材育成
と産業技術のインプットこそ最重要課題であり、自助努力と内発的産業振興を重視する経済意
識とシステムをいかに構築していくかが問われているとの認識に立っている」(P.11)。
すなわち、著者は以前は、沖縄がアメリカ占領下にある間に「生じた落差」を解消させねば
ならず、そのためには「本土で展開されたと同じような手厚い産業保護育成政策がきわめて重
要」と考えていた(P.11)、しかし、今ではそうは考えなくなった、という。これに対して、今
は、政策に頼るのではなく、「自助努力」が必要で、それによって「内発的産業振興」をめざす
べきであると考えるようになった、という(P.57)。
著者は、「振興開発事業に投下された事業費の累計は4兆9,500億円余に達し、多大な成果を
あげている」といいつつ、「産業振興＝企業誘致の実績」はどうかと問うて、「何らみるべき実
績をあげてはいない」と自答している(P.43-44)。その原因を何に求めるべきか。それは「企
業を魅了する経済的諸条件の欠如、企業誘致に対する認識の深度、客観情勢の変化に応じて企
業誘致政策の妥当性の再検討を怠ったことなどが相乗した結果である」(P.44)と主張している。
これを「総論」と名付けることにする。
次にこれを「概略的に検討」するとして、次のように4つにまとめている。これを「概論」
と名付けることにする。①復帰直前に可能性のあった「大型外資導入が挫折を余儀なくされた
こと｣、それは日本政府と本土資本側の責任である(P.44-47)。②1973-74年と、79年の2次に
わたる「オイルショックによって戦後最大といわれた不況にみまわれた結果…企業誘致どころ
ではなくなったこと｣、これは如何ともしがたいことであった(P.47-50)｡③は2つに分かれる。
「沖縄経済内部における認識･自助努力の欠如」が1つであり、「企業誘致」がつぶれた時点で
「それに替わるべき産業振興のあり方を真剣に検討し、かつ取り組むべきであった」にもかか
わらず、そうはならなかった。財政投資によって深刻な不況を本土のようには受けなかったか
らである(P.50-53)。③のもう1つの指摘は、「時代の潮流に逆行したともいうべき『企業つぶ
しjの政治意識が吹き荒れたことである｣。「日米両政府＝政治の論理の背景には、資本の論理
が存在するという『国家○○［独占一評者］資本主義』的な政治･経済観から｣、例えば「本部
開発公社」を打ち壊した(P.53-55)。④「1985年9月のプラザ合意以降の急速な『円高』により
『生産拠点の海外シフト』が進行した結果、従来の『工場の地方分散』による地域開発政策が
効力を発揮しえない事態に突入したことである」(P.55-56)。
この章の結びは次のようになっている。これを「結論」と名付けることにする。「沖縄経済に
とっていま何が課題であるのか－結論を先にあげれば、沖縄経済にとってきわめて過酷なこと
ではあるが、人材育成と産業技術のインプットこそ緊要の課題であり、自助努力と内発的産業
振興を重視する経済意識とシステムをいかに構築していくかが問われているのである」(P.57)。
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「総論」と「概論」と「結論」を並べて比較すると、「総論」にあった「企業を魅了する経済
的諸条件の欠如」については、「概論」でも「結論」でも触れていない。「総論」で「企業誘致
に対する認識の深度、客観情勢の変化に応じて企業誘致政策の妥当性の再検討を怠ったこと」
と表現されたことは、「概論｣では③の1として受け継がれている。それは｢沖縄経済内部にお
ける認識･自助努力の欠如」の指摘であり、「企業誘致…に替わるべき産業振興のあり方を真剣
に検討し、かつ取り組むべき」との指摘であり、課題の提示につながる。ここでは「自助努力」
が付け加えられている。「総論」ではなかったが「概論」で出てきたことは、①と②と、そして
③の2である。①と②と④は過去のこと、あるいは外から与えられたことで、未来を展望する
さいの課題とはならない。③の2は、「『企業つぶしjの政治意識」の批判であり、「『国家独占
資本主義」的な政治・経済観」の批判であり、その克服は課題の提示につながる。そして「結
論」では、これまで触れられなかった「人材育成と産業技術」が、前後の脈絡なしに導入され、
「概論」の③の1に対応する「自助努力」と、③の2に対応する「産業振興を重視する経済意
識」が、課題とされている。しかし、「産業振興」になぜ「内発的」という形容詞がついたのか
の説明はなく、「内発的産業振興を重視する…システム」ということも突然ここで出てきた。そ
れは第2章などで詳論されるのであるが、論理的構成という点で弱点といえる。
このようにみてきて奇異に感ずるのは、「総論」で指摘していた「企業を魅了する経済的諸条
件の欠如」については、何も展開していないことである。「概論」の①に関連して、本土企業は
「本土政府が電気、水、港湾等の産業基盤の整備に本腰を入れ、また、先発企業に対する手厚
い優遇措置をとること」を要求したが､その「『条件jを充たす措置がなされてこなかった結果」
本土企業は進出しなかった、と述べている(P.47)が、そうではあるまい。そのような｢産業基
盤の整備」は沖振法と沖振計の目標であったし、そのために「振興開発事業に投下された事業
費の累計は4兆9,500億円余に達し、多大な成果をあげている」(P.43)のである。
問題は依然として「企業を魅了する経済的諸条件の欠如」にあると、評者は考える。そして、
その諸条件の1つは、確かに「産業基盤の整備」もそうなのだが、それだけではなかったので
ある。空港、港湾、道路が整備されていっても、企業は来なかった。電気や水の供給も以前ほ
ど問題ではなくなっているはずなのに、企業は創造されなかった。ならば、「企業を魅了する経
済的諸条件の欠如｣というとき、「産業基盤の整備｣以外の条件とは何かを明らかにすることが、
ここでの主要な課題であるべきではないか。このことの認識で著者と評者は分かれているよう
に思われる。
こうして、本来の主要な課題であるべきことを回避しつつ結論が導かれた。ともあれ、この
章は「急遼」書かれたものであるし、内容は他の章で展開されている筈であるし、この章の構
成について問題点を指摘することは、この程度に止めておくことにする。
なお、この第1章は次のように構成されている。①はじめに、②戦後日本の経済政策、③戦
後沖縄の経済政策、④沖縄経済にとって、いま何が問題か。ここで評者が論じたのは①と④で
ある。
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地域開発政策の転換と沖縄経済（第2章）
第2章は次のように構成されている。第1節「貿易不均衡と経済政策の転換｣、第2節「円高
不況と地域開発政策の空洞化｣、第3節「新たな地域開発政策」である。日米間の貿易不均衡、
その是正策としてのプラザ合意(1985年9月22日)、急激な円高の進行、日本の経済政策の転換、
円高不況、その対応策としての円高不況業種の切り捨て、企業の海外進出という経緯をたどっ
て、第2節の最後で「円高と地域開発政策の空洞化」を論じている。ここでは「従来の地域開
発政策」が「企業誘致」にあったとし、これは先に述べてきた円高の進行などに影響されて、
「空洞化」したとしている（用語として「空洞化」は適当か。国語辞典によれば「空洞」は「う
つる」であるから、「空洞化」は「うつるになること」である。減っていくとか、無くなってい
くという意味合いである。著者がいいたいのはそうではなく、「政策が転換した」ということで
はないのか)｡どのように転換したかは第3節で示される。
「新たな地域開発政策」は、「技術革新を背景に産業構造が高度化していくという潮流に沿っ
て」考えられた(P.120)。「技術革新･情報化の成果を活かした新規産業の創出、企業の新分野
への進出｣が必要であった(P.121)。ところで、全般的な産業構造については、「物財生産部門」
（従来の1次産業と2次産業を統合した概念）が減少し、3次産業のうちの「知識・サービス
生産部門」が増加するし、「就業構造」も同様である(P.121-124)。これは「都市型産業」の進
展を予測したものであり、「地域経済は、企業誘致に依存してきた従来型の開発方式に見放され
ただけでなく、今後の発展が期待されている都市型産業の恩恵にもあずかれない－地域開発は
二重の意味において『空洞化』する事態に陥ったのである」(P.125)。それでも、「新たな地域開
発政策｣は、「中枢管理機能＝産業の頭脳部分そのものを地域にビルトインさせることを打ち出
してきた」(P.127)。そして「経済運営5カ年計画」(1992年)では｢新たな地域産業政策への転
換」の項で、①地域内発型の産業振興、②研究開発機能、人材の育成を中心とした地域産業政
策、③地域における新規産業の振興、を掲げたが、著者はそこに注目している。この①が第1
章で突然出てきた感を与えた「内発型」のルーツであった。それはともかく、著者は続いて、
これらが新規立法によって、具体的に支援する制度としていかに出来上がっているかを紹介す
る。
表題には「と沖縄経済」とあるが、沖縄経済に具体的に触れてはいない。著者の頭の中には、
これだけの支援策があるのに、それには対応しないで、どうするつもりなのかという、県政へ
の苛立ちがあるのであろう。
南の国際交流拠点への一視点（第3章）
「『南の国際交流拠点』ということが沖縄振興開発の一支柱として初めて位置づけられたのは、
『新全国総合開発計画』においてであった」(P.149)。「一方、こうした理念は『第1次沖縄振興
開発計画』にも取り入れることになった」(P.150)。それは「『第2次沖縄振興開発計画』にも引
き継がれ」(P.150)、また「『第3次沖縄振興開発計画』に引き継がれ」た(P.151)。「ともあれ、
上記のように、『南の国際交流拠点の形成』は、本土復帰を契機に20年余にわたって沖縄振興開
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発計画の理念の支柱として期待が寄せられてきた」(P.151)ものであった。
しかしながら、「『南の国際交流拠点の形成』を沖縄振興開発の起爆剤にしようとする昨今の
期待感は、従来とは比較にならず、異常ともいえる高まりを見せている」(P.152)。その背景に
は、①「国際的な相互依存関係が深まるにつれ、経済大国として日本の国際的役割が増大して
いることにかんがみ、その一部を沖縄が担い得る可能性が予想されるようになってきたこと」
(P.152)、②｢東南アジア諸国や中国沿岸地域等が近年ダイナミックな経済成長を遂げて｣きた
こと(P.153)、③「香港が1997年に中国へ返還されることにかんがみ、『ポスト香港』の候補地
として沖縄にも可能性があるという期待感が存在していること」(P.154)、④｢沖縄の振興開発」
が「産業の振興面に関しては何ら実績を挙げていないことに対する反省と、他方では、東南ア
ジアがダイナミックな経済成長を実現していることに着目したことから生じたものである」(P.
155)、などがあるとしつつ、「おそらく第4番目に挙げたものこそ最大の要因である」(P.156)
と述べている。
著者は次に、「ところで、［このような－評者］『北』が駄目なら『南』を向こうという恋慕は、
単純に許容されるものであろうか」(P.156)と問い、そこには｢多数の陥穿が潜んでいることが
明かである」(P.156)と答える。
そして、「日本経済との関連で不利であれば、日本経済と一体をなす台湾経済に関しても不利
である」(P､160)のであり、「沖縄経済の視点からみた場合、『本拠地』たる日本経済と『飛び地』
たる台湾経済の間には同一の経済的諸条件が存在している｣のであるから、「沖縄にとって重要
な課題は、『跳び越された』理由をこそ明確に把握し、その対策を講ずることである」(P.164)
と述べる。更に、必要なのは「台湾の産業構造が急速に高度化した」実態を把握することであ
るとして、それを解説する。また、「いわゆる『ポスト香港』の候補地として」の可能性につい
ての議論は、台湾と中国の間の「貿易を生み出した『経済論理』に関する検討を欠いたまま、
両地域間の『政治的不調和」を前提にし」ていて(P.178)、それが変化しつつあること、香港が
1997年7月1日に中国に返還されても（執筆はそれ以前)、「台湾が新たに輸出市場を開拓しなけ
ればならないという経済力学が働いてい」る(P.183)ので、それは本来「両者間で『直接』お
こなわれるべきもの」であり(P.186)、「台湾側が香港の機能を変えることはないとみるべきで
あろう」(P.187)。
この章の結びの第5節で「沖縄経済の課題」を掲げ、「台湾経済が求めてやまない『産業構造
の高度化』に対応しうる経済的諸要件を、どれほど沖縄経済が充たしうるかにかかっている。
これは台湾経済の関知するところではなく、文字通り沖縄自体の要件充足をめざした努力が問
われているのであり、充足いかんによっては逆に先方からネットワーク形成を求めてくる性質
のものである｣､だから｢産業構造の高度化をめざす自助努力｣が課題であるとする(P.189-190)。
こうして、課題はこの1点に絞られていく。
「国際都市」の陥穿（第4章第1節）
第4章には「昨今の県経済に寄せて」という副題が付いている。これが8つの節で構成され
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ているが、その第1節は「怒り、感動、そして苛立ち」と題して、執筆の動機を述べている。
「､怒り〃は、昨年（1995年）9月に起きた米兵によるいたいけな少女に対する暴行事件。…
、感動〃とは、事件がきっかけとなったとはいえ、米軍犯罪の根絶、謝罪と補償、地位協定の
見直しに加え、『米軍基地の整理・縮小』を求めて決起した県民のエネルギーに対してである。
…、苛立ち〃とは、戦後沖縄の政治・社会・経済領域における諸々の難題は…『米軍基地ある
が故に…』ということで概略的に説明がつくと認識しているにもかかわらず、基地の全面返還
要求はあまりにも唐突に思え、全面的には同調しえないある種のわだかまりを禁じえなかった
自家撞着のためである」(P.199-201)。
このうち、怒り〃と、感動〃は､ここで論ずることはあるまい。問題は、苛立ち〃である。
そこにこの章の執筆動機があることは明白であるからである。引用文をていねいに読み直して
みよう。まず、「戦後沖縄の政治・社会･経済領域における諸々の難題は…『米軍基地あるが故
に…jということで概略的に説明がつく」という著者の認識が提示されている。よく言われる
「米軍基地は諸悪の根源」ということと対応しているのであろうか。次に「基地の全面返還要
求はあまりにも唐突に思え、全面的には同調しえない」と述べて、その不一致を自ら「自家撞
着」と表現している。著者は、後者の「基地の全面返還要求」への不同意という心情からこの
文章を執筆することにしたのである。
前もって指摘しておきたいことは、「米軍基地あるが故に諸々の難題がある」という認識につ
いて、評者は必ずしも同調しないということである。これをひっくり返して「米軍基地がなく
なれば諸々の難題が解決するか」と問えば、必ずしもそうではないということが分かるはずで
ある。それは「主要で、最大の」問題の解決にはなるだろうが、「すべての、多くの」問題の解
決とはならない。殊に、ここで議論しようとしている「経済」の問題の基本は基地の返還では
ほとんど解決しないし、それは経済問題としては必ずしもプラスではないという、現実的な認
識こそ求められているのである。本書で著者が展開しているのは、まさにそのことと大きく重
なっているはずなのに、著者がこのような一般に流布している「感情的な議論」に簡単に同調
しているのはうなづけない。
著者の本旨は、後者の「基地の全面返還要求には同調できない」ということにあるし、それ
を経済問題として論じようとしている。これを次のように論じていく。
まず、「理念論に立てば基地の全面返還要求はあまりにも当然のこと」としているが、すぐに、
このように「理念論に立つ」ことを拒否する。すなわち、「しかしながら」として、「理念のみ
で事態は動かせない」という「現実的」認識をとるように主張する(P.201)。具体的には「経済
問題」を見つめよということである(P.202)｡
そこに提起された「国際都市形成構想」が、①「基地返還要求に起因する経済不安を打開で
きるかのような」偽った「衣装をまとっ」ていること、②「十分な検討を欠いたまま」だとい
う、2つの点から、著者の「､苛立ち〃を増幅させた」と告白している(P.202)。
評者は、「国際都市形成構想｣については、①も②も、著者とほとんど同一の見解である。意
見の分かれは、これに続く次の部分である。
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基地返還要求に反対なのか（第4章第1節、その2）
「それにしても、理念論の立場から基地返還要求に対する批判ないし反論を許容しないとの
論調がなんと支配的であったことか｣。問題は「理念論の立場から」なされる「基地返還要求」
の「限界｣、すなわち「基地撤去のもたらす経済的インパクト｣、それはマイナスのインパクト
であろうが、それを見失うことになるという「限界」にあるのであって、その「打開策にこそ、
より一層の意を配ること」が必要である、とする。著者は「理念」としての「基地の全面返還
ないし反戦平和｣には賛意を示しているし、その経済的打撃の打開策に意を配ることが、「理念
実現への近道」だとしているように読みとれなくはない(P.202-203)。だが、実際の論議では
理念の実現は後景に大きく退いて、ひたすら「基地返還要求」を批判するのみである。
「周知の通り、基地返還要求との関連において、最大のブレーキになるとして批判の矢面に
立たされたのは経済領域であり、また、軽視されたのも経済問題であった」(P.203)。このよう
に指摘して、著者が述べたいのは次のことである。「軍用地主会連合会の県民総決起大会への不
参加および国際都市形成構想に対する不信表明、軍用地代の高額さに対する批判等が象徴的な
ものである」（同)。このうち「軍用地主会連合会の県民総決起大会への不参加」に対する批判
と、「軍用地代の高額さに対する批判」は、少なくとも評者も関わっている（先にも述べたよう
に、評者は「国際都市形成構想」には賛成していない)。
評者は、1995年12月の『琉球新報』紙に「土地連の基地返還反対を糾す」と題して、指摘さ
れているような主張をした。すなわち、土地連が基地の返還に反対していることを批判し、そ
の理由を軍用地料が高いからであると指摘した。著者は評者を名指しにはしていないが、間違
いなく評者の寄稿文を読んで、苛立ちをおぼえたのである。著者の批判的論調は、いま述べた
ように評者（だけではないが）へのものであると受け取らざるを得まい。
まず「土地連が基地の返還に反対していることを批判」することが、なぜだめなのか。著者
が本章の冒頭で言った、県民総決起大会に決起した「県民のエネルギー」に「感動」したとい
うのは、偽りだったのか。評者は、その大会に団体として唯一背を向けたとして土地連を批判
したのである。次に、「軍用地料が高い」と指摘することがなぜだめなのか。それを批判するな
ら、「高くない」ことを示すか、「高いが、問題ない」ことを主張するかすべきであろう。それ
をせずに、他の論者と一緒にして「振興開発の困難さに対する認識欠如」などと論難するのは、
ルール違反と言いたい。
著者は続ける。「経済領域で軽視されたものの中でも最も問題にしなければならないのは、い
わゆる『基地関連収入』に対する受け止め方である。県民総生産に対する基地関連収入の占め
る比率は5％強にすぎないので、もはや『基地経済』ではなく、したがって、基地撤去の理念か
らすれば基地収入などさほど問題にすべきではないとの評価がみられた｣(P.203-204)。これも、
評者（だけではないが）に対する批判と受け取れるものである。だが、その前に論拠を聞こう。
「たしかに、計数的に表面だけをみれば、同比率は復帰直後の15％から次第に低下してきた。
しかしこの見方には2つの点が軽視されているのである。第1には、比率は低下しているもの
の、絶対額は復帰直後の780億円から1993年には1,629億円に上るなど確実に増加しているとい
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うことである。…第2には、分母である県民総生産自体が、県民の自力だけによって形成され
た健全なものではないことに対する認識欠如である。…こうしてみると、基地関連収入の県経
済に及ぼすインパクトは、表面的には5％強にすぎないが、実質的には適切に認識しなければ
ならない重さをもっているのである」(P.204)。
これらの論点については、評者は『経済』誌の1996年1月号ですでに書いている。批判の対
象を明確にせず、同一のテーマに関する他の論調を引用もせず（それを支持するのか、批判す
るのかに触れながら引用するのが筋である)、自らの見解を展開するだけでは議論は深まらない。
著者は「もはや基地経済ではない」とする説を批判している。評者はこれまでもくり返し「も
はや『基地経済』ではない」「復帰後の沖縄経済は『基地経済』とは言えなくなった」と指摘し
てきた。このことは、著者の旧著『戦後沖縄経済史』への長文の書評（拙著『沖縄経済論批判』
所収）でも述べているが、それが著者には伝わっていないようだ。というのは、評者は「計数
的に表面だけをみ」て述べてはいないのに、著者は計数だけでみている浅薄な議論であるかの
ように扱っているからである。評者は「基地経済」に定義を与え、「3つの指標」を提起し、そ
の指標に即して論じている。そのうえで、念のため、数値も示しているのである。
しかし著者は、このような｢もはや基地経済ではない」という論は、「計数的に表面だけをみ」
たものであるとしつつ、「したがって、基地撤去の理念からすれば基地収入などさほど問題にす
べきではないとの評価がみられた」と続ける。評者はたしかに次のように述べている。「かつて
のように基地がなくなったら大きな打撃を受けるという状況が緩和されたため、人々の頭には
『基地はなくてもいい』という意識が芽生えつつあり、『むしろ基地がない方がいいのではない
か』と考えるようになってきたことは事実である。このことが今回の住民運動の盛り上がりの
背景にあるといえるだろう」（『経済j誌)。
しかし評者は｢基地収入などさほど問題にすべきではない」とは考えていない。「軍事基地は、
地域経済から奪うだけではない。…雇用をもたらす以外にも、軍用地料や自治体へのさまざま
な補助金を提供している。…軍事基地というものは、本来的に、カネを地域に落とすという性
格をもっているものなのであり、マイナス面だけの議論では一面的になることを知るべきであ
る。…これら『基地収入』で経済的にはうるおう面があるというのが、基地と経済の基本的な
関係の他の一面なのである」（同)。
著者は、基地関連収入に関して「2つの点が軽視されている」として、「第1には、比率は低
下しているものの、絶対額は…確実に増加しているということ…第2には、分母である県民総
生産自体が、県民の自力だけによって形成された健全なものではないこと」を挙げている。い
まみたように、第1については評者も無視してはいない。第2については評者と一致している。
評者はすでに書いている。「このような復帰後の沖縄の『繁栄』は、しかしながら本土の経済力
の恩恵を受けてはじめて成り立っているものなのである。政府の措置としては当然のこととは
いえ、それは膨大な財政資金の流入なしにはあり得ないことであった。［最近の]沖縄の歴史と
文化の自己認識と誕歌も、この経済力の支えを抜きにしては不可能であったであろう」（同)。
そうなると、「もはや基地経済ではない」という説への批判は、どういうことになるのか。著
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者が「基地関連収入の県経済に及ぼすインパクトは、表面的には5％強にすぎないが、実質的
には適切に認識しなければならない重さをもっているのである」というとき、実質的には何％
と考え、したがって「いまも基地経済である」という主張を秘めているのか、文章からは読み
とれない。
その議論は展開されないまま、「産業振興の困難さ」に話が移っていく。ここでまた、膨大な
財政投資はなされたが、「産業振興に関しては･･･実績に乏しい」という、例の指摘が出てくる。
ここでは「技術、資本、人材欠如など」として、企業育成や産業開発の失敗の原因を指摘して
いる(P.206)。これは第3章末尾の｢産業構造の高度化をめざす自助努力」という課題指摘と対
応している。
国際都市形成構想の陥穿（第4章第2節）
第2節は「国際都市構想の陥穿」と題されて、その問題点が指摘される（なお、「陥奔」とは、
国語辞典によれば「落とし穴」または「人をおとしいれる計略」のこととあるが、著者はどの
ような意味で使っているのであろうか。単に「問題点」とした方がいいのではないか)。指摘さ
れている問題点を整理して箇条書きにまとめてみよう。①実現性に対する疑問、②財政的裏付
けに関する疑問、③具体的な産業振興策を欠いていること、④軍用地地主の承認を得ていない
こと。このようにいろいろあるが、「県経済の最重要課題である産業振興の視点に立った検討が
欠如している」ことに、著者の苛立ちの主要点があるとしている(P.207)。このうち、①と②は、
「基地返還問題によって生じている沖縄に対する『甘い政治環境』｣が解決する可能性がある(P.
208）のであるから、本質的な問題点からはずれ落ちる。残るのはやはり③ということになる。
さて、著者は、同構想の内容を概略的に紹介して、「肝心な中身が全く不明｣とする(P.212)。
そして「『国際都市』という一見新しい衣装をまとってはいるが、沖縄振興開発計画が3次にわ
たって提起してきた『南の国際交流拠点の形成』とどのように異なるのであろうか」と問い(P.
213)、似たようなものだと指摘しているようだ。だとすれば、「突如として｣出てきたとか、「拙
速、かつ性急」に出されたという、著者の先の批判は当たらないということにならないか。
次の著者の評価に対しては、評者は積極的に賛成する。「しかしながら、南の国際交流拠点形
成を長年にわたり目指してきたにもかかわらず、さほどの実績をあげていない」(P.214)。この
点は本書の第3章で詳しく展開されたものであった。要するに、日本経済と東南アジア経済と
の間には「強大なネットワークが形成された」のに、沖縄経済はその間にあって「結節機能」
を果たそうとして、果たすことができず、跳び越されてしまったということである。そこで、
著者は「資本、情報、技術、人材など」が大切だ、それが欠けていたから跳び越されたのだと
いう(P.215)。
その他、「国際都市構想」の「陥奔」（→問題点）として、次のようなことが指摘されている。
①「一方では財政依存からの脱却を標傍しながら、他方では新たな行財政依存体質を自らつく
り出す」方向、すなわち財政援助の強化と特別立法の要請へと流れているが、それは「産業振
興が進展しない」ことを「行財政」の問題に転嫁することになるのではないか(P.217)。②軍用
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地を返還させて経済振興につなげるという発想は、「工場用地不足が産業振興を阻害している」
という現状にないから、支持できず、むしろ｢軍用地返還までは産業振興策は展開困難である」
との責任転嫁が心配される(P.218-219)。③｢沖縄がアジア諸国と日本を結ぶ南の交流拠点とし
て適している」というのは幻想に基づいているにすぎない(P.221-222)。④「日本及びアジア諸
国」間の「ネットワークに沖縄が割って参画するため」の「経済的要件」を検討していない。
事態は「ますます直結したものになっていく」状況にあり、「現在の沖縄経済にその［割って参
画する一評者]吸引力は存在しない」(P.223)。このような著者の主張は、評者にも素直に受け
入れられるものである。
規制緩和要求の問題点（第4章第3～8節）
第3節は「企業誘致政策の挫折」である。ここで著者は「国際都市形成構想」を「返還地の
跡利用計画」であるとし、これが「基地返還要求」と「不可分のセットとして提起されている」
が、そこに問題があるとする。しかし、この場合、「国際都市形成構想」が｢返還地の跡利用計
画」だとみるところに難点がある。その後の事態の推移からみても、もっと多様な内容をもっ
ており、これは単なる跡利用計画ではない。「基地返還要求｣に消極的な著者が、それを批判す
るために、一面化しているように感じられる。しかし、その後の展開に対しては、評者は異論
はない。すなわち、まず「産業振興策」を確立することが先決であって、そのために土地が必
要という議論になれば、基地の返還跡地もその計画に取り込んだらいい、というのである。こ
の節の他の部分は、第3章第1節の繰り返しであり、論評は控える。
第4節は「今後の地域開発｣、第5節は「内発的産業振興」として、第2章と第3章第2～4
節で展開した現状認識に立ちつつ、また、「行財政支援による国際都市形成が必然的に県経済の
産業振興に直結するとの過剰な期待」(P.240)に繰り返し危倶を表明しつつ、更にまた、「県経
済の主要課題」は産業振興と雇用対策である、と繰り返し指摘する。具体的には「科学技術系
の人材強化｣｢レベルの高い理工系の人材」(P.242)の必要性に結論を持っていく。
評者が興味をそそられるのは、次の部分である。「今県経済にとって最大の課題は、企業[を］
創出するに当たって欠如している要素がいかなるものであるかを明確に認識することであり、
それらの育成強化に最大限のエネルギーを投入することである。ちなみにこうした要素とは産
業技術に裏打ちされた『起業家』であることは、つとに指摘されていることである」(P.244)。
評者はこの書評の冒頭で「企業を魅了する経済的諸条件の欠如」をどう理解するかという基
本問題を避けていると指摘したが、この論点にかかわっている。著者は「企業を魅了する経済
的諸条件の欠如」を深める方向で論ずることなく、「魅了する経済的諸条件の欠如」している沖
縄の「企業」と企業環境をどう理解するかを避けて、企業を起こす「起業家」を求めている。
経済学を含む社会科学は、現実の社会を構造的に理解することを基礎にして初めて、有効な提
言が可能であるという立場に立つ評者は、この「経済的諸条件」の分析を抜きに、起業家にベ
ンチャーを求める著者に同調することはできない。
第6節は「産業技術の開発」と題して、①世界的スケールの子ども科学館創設、②県立産業
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技術大学の創設、③トロピカル．テクノ・センター(TTC)、工業試験場の整備拡充、などを
具体的に提示している。これらに関しても、例えば、次のような疑問もある。①県内には「科
学する心を育成する場」は果たしてないのか。それを造るとして「子ども館」が「経済人の育
成」に直結させられていいのか。②県内にも産業技術にかかわる大学はないわけではないが、
なぜ必要なのか。また、なぜ「県立」で、なぜ「創設」でなければならないのか。③の機関に
「数百倍のヒト、モノ、カネなどのエネルギーを集中投下すべき」か、等々・
第7節は｢制度要求の限界」として、「特別立法ないし規制緩和などの制度要求｣の問題点を、
次のように述べている。①それは「短期間にその効力を失っていく」(P.258)ものである、「果
たして、先行している間だけにとどまる『限られた時間的要素』が、県内における経済的諸条
件の脆弱性を払拭すると期待することが許されるであろうか」(P.262)。②規制緩和は｢果たし
てすべてがプラス要因だけであろうか｣、「逆にいえば、これまで県内の産業振興が遅々として
進まなかった理由は、諸々の『規制jによって抑制されていたからであるといえるのであろ
うか」(P.261)などと指摘している。これに関連して、「ビザなし観光入域」と「沖縄経済特区
ないし全島フリーゾーン構想」への批判も提起している。③「沖縄振興開発計画の大支柱であ
る『格差是正jという『理念』を変質させ、否、完全に破壊してしまう危険性さえ秘めている」
(P.265)。これらの指摘について、評者は異議はない。
最後の第8節は「万国津梁の教訓」と題して、「ある著名な県外の経済研究機関」が沖縄経済
振興の研究課題に取り組んだという「シナリオ」を描いて見せて、「万国津梁」の幻想におぼれ
る危険性を指摘している。
書評のまとめと、著者・評者間の認識の対比
まとめてみよう。著者の主張は次のようになる。①沖縄経済の課題は、企業の創出すなわち
雇用の創出にある。②それには技術開発が大切で、そのために思い切った投資をすべきである。
③国際都市形成構想は問題点が多い。④規制緩和策の要求や「一国二制度」の要求は支持でき
ない。⑤基地返還の要求は、現在それなりに比重を占めている基地収入を考えれば無責任な要
求である。また、基地が返還されたら沖縄経済に展望が開けるかのように論ずることは間違っ
ている。
評者は、これらの著者の主張に対して、一部賛成、一部反対である。賛成なのは③と④で、
⑤については前半に反対、後半に賛成である。③については次のように述べたことがある。「沖
縄経済は今、表面的には本土ほど不況の影響が見られず、その深刻さを論ずる人はいない。そ
れどころか、東アジアや東南アジアへの経済進出によって、飛躍が生ずるかのような楽観的な
議論が横行している。しかしながら、その実態はいかにもみすぼらしいものである」（『経済』
誌)。①については反対ではないが、それは誰でも考えていることであって、著者だけの突出し
た意識であるかのように描くことは認められない。問題は「企業を魅了する経済的諸条件の欠
如」にある。その諸条件をどのように理解し、どのようにして克服していくかを追求すること
である。著者のように、ただ「企業を創出しよう」、「科学技術系の人材を育成しよう」という
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だけでは展望は開けまい。②についても反対ではないが、①と関連していることであり、この
ような方策によって「企業を魅了する経済的諸条件の欠如」が克服できるとは思えないのであ
る。
⑤については、次の文をみてもらいたい。「最後に、軍事基地との関連で沖縄経済を展望して
みよう。個人としての軍用地料、基地周辺整備資金の受け取り、また市町村のまざまな交付金
や軍用地料の受け取りは、現在はやむを得ないとしても、それが健全なものとは決していえず、
将来にもわたって確保されるべきものという考えは捨て去るべきである。その転換には多くの
苦痛をともなうとしても、平和と人権と真の自由のために、健全な生活の回復のために、なく
なるべきものである。軍事基地が撤去されることは、少なくとも経済問題としてはマイナスの
インパクトとして出てくる。それを理解し合うことがまず必要である。苦しい試練を受けるこ
とになるが、それでも撤去させようというべきである。
返還された跡地をどのように利用するかについても、個別具体的に考えると簡単なことでは
ない。すでに財政投資の盛況の中で公共施設もずいぶんと建設されている。商業的に開発され
た地域も増えているから、このような需要は大きくはない。不振な工業に関しても、埋立てて
造成した工場用地が埋まらなくて困っている。さとうきびの収益性の低下で、農地は遊休化が
進みはじめた。このなかでの土地の増加は、必ずしも歓迎される事態ではない。『基地が撤去さ
れたら、土地を有効に利用して、地域を活性化し、所得を向上させる』という課題は、いうは
易しいが、その実現の方向がみえているわけではない。苦しい試練を受けることになるが、そ
れでも撤去させようというのが県民の意思であるといいたい」（『経済』誌)。
結びとして。この書評は評者の沖縄経済論を積極的に打ち出すためのものではないので、こ
の程度で閉めることにするが、評者は「企業を魅了する経済的諸条件の欠如」こそ、沖縄経済
の本質問題であると考えている。そして、その「欠如」という事態は、沖縄という地域社会の、
自然的・地理的特質と社会的・歴史的特質の、総合的な分析によってこそ、解明されることで
ある。それは、まずヒトの問題であり（それはヒトの人生観、労働観、死生観に関わっている)、
次にそのヒトたちが結成する組織の問題であり（それには会社、協会、組合などが含まれる)、
そのヒトたちが構成している地域社会の問題である(例えばムラの機能などがある)。このよう
に理解するからこそ、沖縄経済研究においても、経済学以外の広い学問分野との交流が必要だ
と、評者は考えているのである。
